
 2017年度調査の回答者において、2017年度調査時の住所を福島県内と県外に分類
し、こころの健康度をK6、PCL-4及びSDQを用いて比較しました。その結果、一般
成人（16歳以上）のK6で支援が必要と考えられる人の割合は、県内よりも県外の方
が高い傾向がみられます。日本の先行研究（川上, 2007）における割合（3.0％）と
比較すると、県内は約２倍の高さ、県外では約３倍となっていることがわかります。 
同様に、一般成人（16歳以上）のPCL-4においても支援が必要と考えられる人の割
合は、県内よりも県外の方が高い傾向がみられます。  
  また、子どものSDQの結果では、支援が必要と考えられる人の割合は、小学生、

中学生、いずれも県内より県外の方が高い傾向がみられます。特に、中学生において
そのような傾向が強くみられます。  
  以上のような結果は、遠隔地における避難生活によるストレスの高さを示している

ものと考えられ、一層の細やかな支援が必要と思われます。  
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